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パワハラ防止対策の取り組みは
進んでいる

厚生労働省は、2012 年の「パワーハラ

スメント予防・解決に向けた提言（以下、

提言）」公表から５年の今年 2017 年４月、

パワーハラスメント対策見直しのために実

施した「パワーハラスメントに関する実態

調査報告書（以下、報告書）」を公表した。

質問事項は多岐にわたり、それを様々な

形でクロス集計している。詳細は厚生労

働省のホームページ（http://www.mhlw.

go.jp/stf/houdou/0000163573.html） に

ある。ここでは厚労省公表の概要に加えて

気がついた点などを解説する。

企業調査と従業員調査があり、企業調査

はデータバンク社のリストから作成したリ

ストより従業員規模別に選んで従業員 30

人以上の企業に郵送で行い、4587 件回答

があった。従業員調査はマクロミル社の調

査協力者パネルからインターネット調査を

依頼し、20 歳から 64 歳の 10000 人が回

答した。

企業でのパワーハラスメント対策の実施

率は 52％で、すべての規模の企業で前回

調査によりも 10％程度上がっており、「提

言」公表がある程度効果を上げたと言える。

従業員 1000 人以上の企業では 88％の実

施率である。しかし 99 人以下の企業では

26％と低くなっている（図1）。この調査で、

規模の小さい企業ほどパワーハラスメント

の会社に与える影響について認識していな

いという結果がでていることとも関連して

いるだろう。

従業員調査では、会社が取り組んでいる

と答えたのは 25.7％で、「ほとんど取り組

んでいない」「全く取り組んでいない」と

答えたのはあわせて 51.5％と実施率が低

くなっている。

この違いの理由について「報告書」では

分析していないが、企業の対策が形骸化し

ていたり、従業員に周知されていない場合

が考えられる。実際にセンターへの相談者

の中には、大企業でも利用したことのある

他の社員に教えてもらわなければ相談窓口

があることを知らなかったとか、相談して

も対応者の言葉に傷つけられたということ

があった。

とはいえ、「提言」以降、厚生労働省が

作成した「パワーハラスメント対策導入マ

ニュアル」やハンドブック、ポータルサイ

厚労省「パワハラ実態調査」を公表
パワハラ防止対策検討会も開催
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ト「あかるい職場応援団」などを企業が参

考にして取り組みを進めてきたことも調査

でわかった。また、1000 人以上の規模の

企業では、「パワーハラスメントに関する

判例」を参考にしたという回答が多かった。

これはすでにパワーハラスメントに関して

対応するべき事案を抱えており、そのため

に参考にしたと考えられる。

一方、99 人以下の企業で最も参考にし

たのは社会保険労務士となっている。つま

り小規模事業主にとって、社会保険労務士

が一番身近な専門家で、相談しやすい相手

であるということが見て取れる。厚労省は

中小企業への対策を進めるために、社会保

険労務士を利用することも考えるべきであ

ろう。しかし、社会保険労務士の中には、

事業主に脱法行為や抜け穴指導

のようなことを行ったり、最近

では「社員をうつ病にしてやめ

させる」指南を行っていた者も

いたので、気をつけなければな

らない。

コミュニケーションが少ない
とパワハラは起こりやすい

パワーハラスメントの相談

があった職場の特徴の回答で

は、「上司と部下のコミュニケー

ションが少ない職場」が最も

多く、45.8％だった。以下は

「失敗が許されない／失敗への

許容度が低い職場」22％、「残

業が多い／休みが取り難い職
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パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組状況（１）

パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組を実施している企業は52.2%であり、企業規模が小さくなると実施比
率は相対的に低くなるものの、平成24年度と比較するとすべての従業員規模の企業で比率が高くなっている。

図４ パワーハラスメントの予防・解決のための取組の実施状況

（対象：全回答者（n=4587）、単位％) 【企業調査】

図５ パワーハラスメントの予防・解決のための取組の実施状況（従業員規模別）

【平成28年度実態調査】

【平成24年度実態調査】

（対象：全回答者、単位％) 【企業調査】 4

0.2

図 1

場」21％、「正社員や正社員以外など様々

な立場の従業員が一緒に働いている職場」

19.5％となっている。パワーハラスメント

対策を取りだしてからの期間別にみても、

いずれの期間でも「上司と部下のコミュニ

ケーションが少ない職場」の比率が最も高

い。

従業員調査でもパワーハラスメントを受

けた当時の職場の特徴について質問してい

る。さらにパワーハラスメントの経験のな

い人にも、職場の特徴を質問し、比率の差

が大きい項目 3 つをあげている。これは

パワーハラスメントのあった職場に多く当

てはまっているが、パワーハラスメントの

ない職場にはあまり当てはまっていない特

徴ということになる。前回の調査でも同じ
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質問を行って分析しているが、今回も同じ

結果で、「残業が多い／休みが取り難い」「上

司と部下のコミュニケーションが少ない」

「失敗が許されない／失敗への許容度が低

い」の３つの回答が多かった。また「悩み、

不満、問題と感じたことを会社や上司に伝

えやすい」「同僚同士のコミュニケーショ

ンが円滑である」「仕事以外のことを相談

できる同僚がいる」の項目いずれも、パワー

ハラスメント経験者では、未経験者よりも

「全く当てはまらない」「あまり当てはまら

ない」と答えた率が高くなっている。この

結果を見ても、パワーハラスメントのない

職場作りのヒントになるだろう。

パワーハラスメントと判断した内容につ

いては、「提言」で例としている 6 つの類

型のうち「精神的な攻撃」が圧倒的に多く

49.1％で、「身体的な攻撃」「人間関係か

らの切り離し」「過大な要求」などが 10％

程度である。従業員調査でも一番多かった

のは、「精神的な攻撃」だった。そして、

会社が加害者へ行った対応は、「口頭注意」

が 72.8％、「配置転換」が 44.8％、それ

以下は 20％台で「書面による指導」「減給

など解雇以外の懲戒処分」「被害者への謝

罪」となっている。2 番目に「配置転換」

が多いのは、やはりパワーハラスメント案

件では、加害者と離すことが第一であるこ

と、また被害者のメンタル不調などの理由

ですぐに離さなければならなかったことな

どが推測される。

パワハラかどうかの判断が課題

パワーハラスメント対策を進める上での

課題として、一番多く上がったのは「パワー

ハラスメントかどうかの判断が難しい」で

70.9％だった。次が「発生状況を把握す

ることが困難」35.6％、「管理職の意識が

低い」30.7％となっている。確かにパワー

ハラスメントかどうかの判断は、被害者で

ある労働者と調査した会社側で見解が違っ

てしまうことが多い。パワーハラスメント

という言葉が厚労省によって定義されたこ

とでこの見解の相違がもう少し埋まるかと

思われたが、依然として問題があることに

なる。従業員調査でも、「勤務先はあなた

の受けた行為をパワーハラスメントだと認

めましたか」という質問に対する回答で、

「勤務先が認めた」比率は 10.4％（前回

11.6％）で、「認めなかった」のは 16.7％

（前回 22.3％）と認めなかった割合が減少

しているものの、「パワーハラスメントが

あったともなかったとも判断せず、あいま

いだった」が 65.3％（前回 57.7％）と多

くなっていたこととも関係しているかもし

れない。また定義されたことによって、「パ

ワーハラスメント」かどうかで、会社が対

応するかどうかの線引きとされてしまうと

いう弊害もあるだろう。これについては、

「パワーハラスメント」でなくとも、被害

者がメンタル不調になったり、仕事の能率

が落ちたりといった実際の弊害があれば、

対応するべきという認識も必要だろう。

積極的に取り組む企業では
対応の納得度も高い」

パワハラ実態調査
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従業員調査の方で、パワーハラスメント

を受けた後、勤務先に相談したと回答した

中で、勤務先がどのような対応をしたかを

聞いている。

「あなたに事実確認のためのヒアリン

グを行った」が 48.5％で、前回調査の

38.5％から増加しており、「特に何もしな

かった」は 18.3％で、前回 20.7％よりわ

ずかに減少している。「相手に事実確認を

行った」「上司や同僚に事実確認を行った」

「あなたの要望を聞いたり、相談にのって

くれた」は前回調査よりやや減少している。

これについて何も報告書ではコメントして

いないので、どういうことか調査からは読

み取れない。今後の継続調査で、どう変わ

るか見て判断するしかないだろう。ただ勤

務先の対応についての納得度に関する質問

では、「非常に納得できた」「まあ納得で

きた」合わせて 48％で「全く納得できな

かった」「あまり納得できなかった」の合

計 23％よりも多かった。また勤務先がパ

ワーハラスメントに関する取り組みを「積

極的に取り組んでいる」企業では、「非常

に納得できた」「まあ納得できた」は合わ

せて 81％で、残りは「どちらともいえない」

で「納得できなかった」との回答はなかっ

た。ただ「ほとんど取り組んでいない」企

業で「非常に／まあ納得できた」が 28％、

「どちらともいえない」43％、「あまり／

全く納得できなかった」が 28％に対して、

「全く取り組んでいない」企業で「非常に

／まあ納得できた」47％で、「どちらとも

いえない」27％、「あまり／全く納得でき

なかった」25％となっており、中途半端

に格好だけ取り組んでいる企業の方が、労

働者への対応が悪いのではないかと思われ

る。取り組むなら、企業の意識改革まで行

うつもりできちんと実行しなければ、効果

がないということだろう。

パワーハラスメントを受けた場合の心身

の影響を尋ねた項目では、たとえ一度だけ

の経験であっても、「怒りや不満、不安な

どを感じた」（68.5％）「仕事に対する意

欲が減退した」（61.5％）など心身への影

響が多く見られ、何度も繰り返し経験した

場合ほど、「眠れなくなった」（36.1％）「休

むことが増えた」（13.8％）「通院したり

服薬した」（20.9％）とより深刻な影響が

起こっている。

「何もしなかった」を減らすには

ところでパワーハラスメントを受けた後

の行動については、前回調査同様に「何も

しなかった」との回答が最も多く、全体の

40.9％だった。「何もしなかった」のは特

に、管理職や男性正社員に多く、女性は正

社員も正社員以外でも、「会社に関係のな

いところに相談した」割合が、「何もしな

かった」よりも高かった。

「何もしなかった」の次に多いのは「家

族や社外の友人に相談した」だか、会社が

積極的に取り組みを行っている場合、３番

目以下の「社内の同僚に相談した」「社内

の上司に相談した」「社内の担当部署に相

談した」「社内の相談窓口に相談した」な

ど社内で相談した割合が、ほとんど取り組

んでいない企業より高かった。パワーハラ

パワハラ実態調査
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スメントを受けた後、「何もしなかった」

人の理由として、一番多かったのは、「何

をしても解決にならないと思ったから」で

68.5％だった。次が「職務上の不利益が

生じると思ったから」24.9％だった。

取り組みをきちんとおこなえば、社内の

パワーハラスメントを把握できる機会が増

えるのではないだろうか。

最後に従業員にパワハラ対策への支援

としてあるといいと思うものをあげても

らうと、一番多かったのは「従業員アン

ケートなどによる自社の実態把握の支援」

（35.8％）で次に「パワーハラスメントに

ついての相談や解決の支援」（31.8％）だっ

パワハラ実態調査

た。労働者は、会社に実態把握と問題解決

を望んでいる。

検討会に注目

３月にまとめられた働き方改革実行計画

で、「長時間労働の是正」という項目の中

で、パワーハラスメント対策、メンタルヘ

ルス対策があがっており、そのために厚生

労働省は５月より「職場のパワーハラスメ

ント防止対策についての検討会」（http://

www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-kintou.

html?tid=478680）を開催している。その

なかでも報告書が資料として提出されてい

パワーハラスメントの予防・解決に向けた取組の主な課題（４）

パワーハラスメントを受けたと感じた者が、「何もしなかった」と回答した比率は40.9％であり、その理由として「何をして
も解決にならないと思ったから」、「職務上不利益が生じると思ったから」と回答した比率が高い。
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図18 過去３年間にパワーハラスメントを受けたと感じた者におけるその後の行動
（複数回答、男女別）

（対象：過去３年間のパワーハラスメントを受けた経験について、「何度も繰り返し経験した」、
「時々経験した」、「一度だけ経験した」と回答した者、単位％） 【従業員調査】
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【従業員調査】

図19 パワーハラスメントを受けたと感じても何もしなかった理由（複数回答、男女別）

13

る。検討会はさらにパワー

ハラスメント対策を進める

事が目的だが、その中で改

めてパワーハラスメントの

定義と６つの行動類型がこ

れでいいのかというところ

から議論されている。全国

労働安全衛生センター連絡

会議主催の厚労省交渉でも

毎回要請していた、「顧客

や利用者からの暴力」につ

いても、触れられている。

今後議論がどのような結論

へ向かうかは分からない

が、パワーハラスメント対

策が更に充実することを期

待する。

図 2
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半導体労働者の健康と人権
（SHARPS: Supporters for the Health and Rights of People in the Semiconductor Industry

 

 

 

 

 

 

 

 

「もうひとつの約束」の主人公

サンギさん（ファン・ユミさんのお

は、『まともな労働組合さえあれば

は白血病で死ななかった』と

はじめとする労働基本権が実現

ば決して職業病問題は解決できないと

え続けています。また、半導体電子産業

は、職業病被害だけでなく低賃金

規職、労働組合弾圧、環境汚染

の問題を世界の各地で起こして

そうした中で、サムスンとの

闘争は、すべての半導体電子産業労働者

を包括する組織「半導体労働者

きました。 

国際連帯をめざすパノリム
パノリムは、労働災害の真相究明

目標として掲げています。そして

で、労働者の労働三権や健康権

さらには、新自由主義の問題を

の国際連帯を築き上げるという

 

大阪交流会 

日 時 １２月 １日（金）１８

場 所 エルおおさか南館５Ｆ

資料代 ５００円 

１２月１日・２日、パノリムのファン・サンギ

ンラン労務士を招いて、関西で

パノリムとの講演・交流会に参加

賛同カンパもご協力をお願いします

 

  
賛同カンパ  団体３,０００円

  近畿労働金庫 神戸支店 普通

  ゆうちょ銀行振替口座  ００９８０

  ＊必ず通信欄に「パノリム」と

半導体労働者の健康と人権を守る会・パノリム 

SHARPS: Supporters for the Health and Rights of People in the Semiconductor Industry） 

主人公ファン・

ファン・ユミさんのお父さん）

さえあれば、ユミ

と、団結権を

実現しなけれ

できないと訴

半導体電子産業

低賃金、非正

環境汚染など多く

こしています。 

サムスンとの労災職業病

半導体電子産業労働者

半導体労働者の健康と人権を守る会」（パノリム）として

をめざすパノリム 
真相究明と補償を勝ち取ることを第一の

そして、労働組合を認めないサムスン

健康権などの「労働基本権」を勝ち取り、

を暴露し、アジアと電子産業労働者

げるという崇高な目標を掲げて闘っています。 

１８時半～ 

Ｆホール 

兵庫交流会 

日 時 １２月 ２日（

場 所 神戸市勤労会館

資料代 ５００

パノリムのファン・サンギ代表とイ・ジョ

で交流会を取り組みます。ぜひ、

参加して下さい。また、交流会の

いします。 

円   個人１,０００円 

普通 ８５５２２９３  ひょうごユニオン 

００９８０－７－３２９４７０ ひょうごユニオン

と記載して下さい 

サ
ム
ス
ン
本
社
前
で
労
災
職
業
病
の
根
絶
を
求
め
 

テ
ン
ト
籠
城
を
続
け
る
フ
ァ
ン
サ
ン
ギ
さ
ん
 

 

として大きく発展して

（土）１４時～ 

神戸市勤労会館 ３０８ 

５００円 

ひょうごユニオン（実行委員会） 

＊前号で 10 月 20 日の予定とお知らせしましたが、日程が変更になりました。
申し訳ありません。
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介護と労災 (3) 腰痛

標準化しにくい予防基準

介護産業の代表的な労災職業病といえ

ば、やはり腰痛である。他の労災職業病、

たとえば、感情労働による精神疾患の増加

が指摘されつつもある。とはいえ、深刻さ

は様々だが、長く従事している労働者で腰

痛経験のない人を探すのはむずかしい。私

は 10 年ほど、難病者・障害者の在宅訪問

介護の仕事に従事してきた。事業主・職場

の同僚・他の事業所の労働者等と、腰痛事

故の事例や予防について意見をかわす機会

もあった。労災事故にまではいたらなくて

も、日々腰痛に悩まされ、仕事が減って収

入が減り、離職の不安を感じながら、腰痛

予防を必死で考える人たちの姿が思い浮か

ぶ。

2013 年「職場における腰痛予防対策指

針の改定及びその普及に関する検討会」（１

月９日～６月 18 日）では、他の産業と比

較して、介護産業の腰痛予防の基準は数値

化・標準化するのがむずかしい、という委

員からの声があった。労災予防は、一般的

な予防対策と、現場ごとに異なる特殊な予

防対策とがあるのだろうが、とくに多種多

様な訪問介護の現場では実際には後者の方

が重要である。ここでは難病者・障害者の

訪問介護事業というマニアックな介護現場

から、腰痛予防の実際ついて少しだけ触れ

てみたい。

訪問介護の職場環境

中央労働災害防止協会の「介護業務で働

く人のための腰痛予防のポイントとエクサ

サイズ」を見ると、リフトや移乗が頻発す

る、入浴、トイレの記述が厚い。このよう

なマニュアルが実践しやすい職場もある

し、すでに実践されている。数年前に、京

都市内の地域包括支援センターも併設され

る大きな入所施設で、入浴の様子を見たこ

とがある。大きな浴槽に、エレベーターの

ような寝台が下降して入浴する。移乗には

スライディングシートが使われていた。ず

いぶんと合理的だなと思った記憶がある。

しかし、訪問介護ではこうはいかない。

生活保護で暮らす障害者は、京都市内では

家賃上限 42000 円。ワンルームを借りる

ので精一杯だ。さすがにユニットバスは無

謀なので、トイレとお風呂がセパレートの

物件を頑張って探す。それでも介護者二人

と利用者一人が一緒に浴室内に入ると、不

自然な体の動きを余儀なくされる場合が多

く、環境調整もやりにくい。とくに腰痛が

なかった私も、このような慣れない環境で

作業すると15分で腰が痛くなった。また、

指針には、リフト時に二人作業を推奨し、



9関西労災職業病 2017.10 no.482

KNST

連載／介護と労災

背丈の合った人と作業するべきとあるが、

人手不足の事業所がほとんどで介護者が二

人そろえば御の字である。

多様すぎる訪問の現場で介護者と利用者

はいろんな工夫をしている。利用者のやり

方が腰に負担のある場合、話し合いをして

やり方を変えればよいのだが、それが言え

ない関係に陥りがちであるという話もよく

聞く。

「腰が痛い」と言えるには

1970 年、東京府中療養センターで、新

田勲という脳性麻痺の男性がハンガースト

ライキを始めた。施設職員間で深刻になっ

ていた腰痛問題への取り組みを求め、強引

な人事異動に反対したものだった。のちに、

新田は公的介護保障要求者組合という団体

を立ち上げ、東京都と交渉して、全身性介

護人派遣制度という有償介護の仕組みをつ

くる。障害者が介護者を雇い護る仕組みを

作ろうとした人だった。このような仕組み

は全国に広がり、支援費制度・障害者自立

支援法・障害者総合支援法の介護サービス

を生み出すことになった。

私の職場も障害者が雇用主であり、職場

の利用者と介護者が同席する勉強会で、腰

痛をテーマに話し合いをしている。じつは

利用者は目の前で腰痛で倒れていく介護者

たちを見ながら経験を蓄積していて、ああ

この介護者の動き方はやばいな、などと常

に感じているという。ある人は、研修時に

必ず腰痛があるかどうかを聞いて、ひとつ

ひとつの介護動作で腰に負担をかけないよ

うにと詳細な指示していた。これは「言え

る関係」を作るための、歴史の古い、かつ

先駆的な取り組みであるのかもしれない。

同じことは高齢者の入所施設ではできない

かもしれないが、こんな取り組みもある。

（事務局：高橋慎一）

参考資料

□厚生労働省「職場における腰痛予防対策

指針の改定及びその普及に関する検討会」

（http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-

roudou.html?tid=146039）

□ 厚 生 労 働 省「 職 場 に お け る 腰 痛 予

防 対 策 指 針 」（http://www.mhlw.

go.jp/stf/houdou/2r98520000034et4-

att/2r98520000034mtc.pdf）

□ 中 央 労 働 災 害 防 止 協 会「 介 護 業 務 で

働 く 人 の た め の 腰 痛 予 防 の ポ イ ン ト

と エ ク サ サ イ ズ 」（http://www.mhlw.

go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-

Roudoukijunkyoku/0000041110_3.pdf）
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誰が責任を負うのか
放射線被ばく一元管理が不可欠

安全衛生
責任体制が大事なはずだが？

誰が安全衛生対策の責任を負うか。

意外なことに、このもっとも大切な問題

が、完全に解決されていないのだ。

1973 年に労働安全衛生法ができた理由の

一つは、この問題を解決することだった。だ

から第１条（目的）に「責任体制の明確化」

という文言をわざわざ入れている。

そして、「事業者」を主要な義務主体とし

ながら、発注者や機械等の製造者にも規制を

行うとともに、請負関係にあっては、「元方

事業者」に請負人とその労働者への指導など

を義務づけている。さらに請負構造が重層的

な建設業と造船業には連絡調整義務などを特

別規制として罰則付きで定め、2005 年の改

正により製造業においても同様の規制を設け

た。

こうした労働安全衛生法の規制は、かつ

ては「他社のことなので」という言い訳が成

り立った元方事業者にも責任があることを明

確にした。この規制は、その後の運用状況を

みても明らかに効果を及ぼしているといえよ

う。

ただしかし、直接に労働者に対する安全

衛生管理上の責任を負うのは、やはり直接に

労働者を使用している「事業者」だ。たとえ

ば「機械による危険を防止するため必要な措

置を講じなければならない」（労働安全衛生

法第 20 条）のは、その危険が及ぶ恐れのあ

る労働者を使用して事業を行っている事業者

なので、請負人に課された義務なのだ。元方

事業者は、請負人がちゃんと措置をとるよう

指導する義務があるのであって、直接の責任

を負うわけではない。

放射線被ばく管理の責任は
事業者？設置者？

ここで問題としたいのは、原発で放射線

業務に従事する労働者の放射線被ばく線量の

測定、管理の問題だ。労働安全衛生法にもと

づく電離放射線障害防止規則（以下「電離則」）

では、事業者に放射線業務に従事する労働者

の被ばく線量を測定する義務を負わせ、定め

られた被ばく線量の限度を超えて被ばくさせ

ないなどの義務を負わせている。

電離則の根拠となる労働安全衛生法の条

文は第 22 条だ。義務を負うのは、労働者を

直接に指揮命令する事業者ということにな

る。建設業の重層下請構造と同じ雇用形態の

労働者が働いている原発では、末端の小規模

な業者が電離則が規定する色々な義務を負う

わけだ。

第 22 条　事業者は、次の健康障害を防止す

るため必要な措置を講じなければならな
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い。

一　＜略＞

二　放射線、高温、低温、超音波、騒音、

振動、異常気圧等による健康障害

三、四　＜略＞

この点については、問題が顕在化した福

島第一原発事故の収束作業以降、厚生労働省

は新たな行政通達「原子力施設における放射

線業務及び緊急作業に係る安全衛生管理対策

の強化について」（基発 0810 第 1 号平成 24

年 8 月 10 日）を出し、対策を強化した。原

発など原子力施設に限って、建設業等の「特

定元方事業者」と同様に、原子力事業者（商

業用原発の場合は電力会社）に請負人等との

連絡調整をはじめとした様々な措置を事実上

の義務として負わせることとした。

とりわけても被ばく線量管理については、

原子力事業者が「放射線管理責任者」を選任

して「関係請負人が使用する労働者」の被ば

く線量管理を統括するものとしている。つま

り被ばく線量管理については、罰則付きで法

律に規定のある「特定元方事業者」の義務よ

りさらに子細にわたる責任を持たせるものと

なっているわけだ。事実上、原子力事業者に

よる一元管理であるかのような仕組みが現行

の運用ということになる。

しかし、この通達による運用は法律の条

文による裏付けを持ったものではない。何か

理由があって原子力事業者がこの措置を行わ

なかった場合でも、原子力事業者は法律上の

責任は負わないこととなる。何か電離則上の

違反があれば、処分対象となるのはあくまで

直接労働者を管理する立場にある請負人＝事

業者ということになる。

炉規法は設置者に責任
中央登録センターの設置

ところで、原子力施設の放射線管理につ

いては、電離則だけで規制されているわけで

はない。原子力施設の場合には核原料物質、

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

（以下「炉規法」）においても規制されている。

労働者に限らず、「国民の生命、健康及び財

産の保護、環境の保全並びに我が国の安全保

障に資する」（炉規法第１条）という目的で

定められたこの法律でも、電離則と同様の規

制を定めている。

従事者の被ばく線量測定の義務、被ばく

限度など電離則と同じ規制となっている。た

だし、義務を負う主体が異なっている。炉規

法では、たとえば原発の場合「発電用原子炉

設置者」に放射線管理の義務を負わせている

のだ。

つまり、労働安全衛生法と電離則では、

普通の元方事業者としての指導義務を負って

いるに過ぎない電力会社が、炉規法上はなん

と直接の管理責任があるということになるわ

けだ（次頁表１参照）。

原子炉設置者は、直接の雇用者が誰であ

れ、原子力施設で放射線業務に従事する者の

被ばく線量を管理する責任を負うことにな

り、その被ばく線量測定値については、法令

上の根拠をもって原子力規制庁に報告する義

務も負っている。

実はこの炉規法上の規制の実効性を確保

するために、日本では原子力開発の歴史上、

個人ごとに被ばく線量を集中管理する制度で

ある「放射線従事者中央登録センター」を

1977 年に設置し運営されている。

原子力施設での放射線業務従事者の被ば

く線量の累積記録は、この中央登録センター

蓄積されることになっている。ただこの登録

制度は、科学技術庁（当時）が認可して、（財）

放射線影響協会に設置されたのだが、費用は
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各原子力事業者が持つもので、特別の法令で

強制する形はとっていない。

法令上の位置づけは、放射線管理の義務

を規定した炉規法、放射線障害防止法、鉱山

保安法など各法律に基づく省令で、被ばく記

録の「引渡し機関」として認められているに

すぎない。その中に労働安全衛生法（電離則）

もあるということだ。

だから個人の被ばく線量管理は、あくま

で施設管理者の側からの法律が優先する形で

制度が運用されてきたことになる。

そのため、個人の累積被ばく線量記録を

退職した労働者が中央登録センターに求める

手続きが、個人情報提供として行われるよう

になったのは、あまり古い話ではない。

どこも管理しない
退職医療従事者の被ばく記録

いずれにしろ問題は、個人ごとの放射線

被ばく線量の記録が、事業者側からの都合で

集中管理されているのであり、労働者の健康

管理の側から制度として管理されているわけ

ではないのだ。

は、線量を記録し「これを 30 年間保存しな

ければならない。」している。そして事業者

が５年間保存した後は、「厚生労働大臣が指

定する機関（中央登録センターのこと）に引

き渡すときはこの限りではない」とする。

そして第 61 条の 2 では、事業者が「事業

を廃止するとき」について規定しているのだ

が、ここでは「当該記録を厚生労働大臣が指

定する機関に引き渡すものとする。」となっ

ている。「引き渡さねばならない」ではない

ので、引き渡さなくても問題はないというこ

となのだ。

原子力施設については、もともと炉規法

に根拠をおいて、中央登録センターでの集中

管理が位置づけられていて、炉規法上も引き

渡しが当然の措置と規定されているため、こ

の電離則の不完全さによる記録の管理漏れは

ないこととなる。しかし、そうでない放射線

業務従事者はどうなるのだろうか。

たとえば最も多い医療機関の放射線業務

従事者はどうだろう。そのほとんどが対象と

なる医療法は、測定と限度などの規定はある

が、記録と保存の義務規定がそもそもない。

多くの医療機関での放射線業務従事者は、労 
 
表１ 義務主体と規制の種類 
法令 義務主体  
労働安全衛生法（電離則） 事業者（事業を行う者で、

労働者を使用するもの） 
労働関係に対する規制 
罰則による履行確保 

炉規法（実用炉規則など） 発電用原子炉設置者（原子
力施設の設置者など） 

核燃料物質等線源の管理責
任に関する規制、許認可権
による履行確保 

 
表２ 放射線被ばく線量記録の引渡し規定 
労働安全衛生法 
（電離則） 

事業を廃止しようとするときは、当該記録を厚生労働大臣が指定する
機関に引き渡すものとする。 

炉規法 
（実用炉規則等） 

措置を講じなければならない。（指定する機関への引渡し） 

放射線障害防止法 
（法施行規則） 

措置を講じなければならない。（指定する機関への引渡し） 

医療法 規定なし 
 
 

たとえば

電離則の規

定で、次の

ような問題

がある。

電 離 則

の第９条は

線量の測定

結果の確認

と記録の義

務を規定し

ているが、

その第２項
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放射線管理問題

働者だから、電離則の対象にはなるが、

前述のとおり、医療機関が「事業を廃止」

しても、「引き渡すものとする」となっ

ているだけなのだ。つまり、放射線業務

従事者のうちの多数派について、その記

録の行き先が法律上何も確保されていな

いのだ（12 頁表２参照）。

ここに個人線量測定機関協議会（測

定サービス期間大手４機関の協議団体）

が公表している 2015 年の業種別線量分

布表（右）がある。同協会によると４団

体が測定サービスを提供している人数は

約 50 万人で、そのうち「一般医療」で

は 34 万人を超えている。

そしてこの表で興味深いのは、医療の

分野で年間の被ばく限度である 50mSv

を超えた従事者がなんと 14 人いて、年

平均 20mSv を超える従事者は、なんと

247 人になる。

こうした放射線業務従事者の累積被

ばく線量は、どこが管理するというのだ

ろうか。国が業種を問わず個人の被ばく

線量を一元管理する制度を確立するしか

方法はないのだ。

制度としての一元管理が不可欠

事業者か、設置者か、誰が責任を持

つのか、個人にとってかけがえのない情

報である被ばく線量は誰が責任をもって

管理するのか。法律は速やかに改正し、

あるべき制度を作る必要がある。
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韓国からの
ニュース
■発注者にも安全管理義務を課さなければ
建設現場の労働環境改善には、安全管理義務

を発注者まで拡大すべきだという主張が提起さ

れた。2014年に労働者 486人が建設現場で死

亡した。2015 年には 493 人。昨年は 499 人

に増えた。全産業現場で事故で死亡した労働者

(969 人 ) の半分以上が建設現場で死亡した。

ウォン・ジョンフン忠北大教授 ( 安全工学 )

によると、2015 年の韓国の建設業死亡万人率

は 1.47 人、イギリスは 0.162 人で、韓国は

10 倍近い。ウォン教授は「制度的な差に起因

する」と指摘した。イギリスは 1994 年に建

設業の設計・管理に関する法 (CDM) を制定し、

2007 年と 2015 年の二度の法改正で、労働者

の安全保健に関する発注者の履行事項が規定さ

れ、制度の適用範囲が直営工事にまで拡大した。

「発注者が工事の影響を受けるすべての人の安

全・保健に危険が発生しないように、十分に措

置しなければならない」と明示されている。「発

注者が設計・施工段階で安全保健計画と管理の

役割をする主設計者を選任しなければならな

い」という内容もある。

ウォン教授は「国内の建設工事現場で安全管

理義務と責任は、現行法上施工者に集中してい

る」と指摘した。産業安全保健法上の安全管理

義務が付与される「事業主」は施工者を意味す

る。建設技術振興法には発注者の安全管理義務

が明示されているが、公共工事に限られ、方

式も間接的だ。発注者が元請け所属の工事監督

者を選任したり、外部業者に管理を委任するこ

とができるからだ。民間の建設工事が全体の

60% を占め、安全管理には限界があるという。

教授は「発注者が工事現場の安全保健を総括す

る保健専門家を選任して、労働者の安全と保健

措置を総括管理するようにすべきだ」と提案し

た。2017 年９月１日　毎日労働ニュース　ヤ

ン・ウラム記者

■ 10 年溶接して肺がんに罹った 20代に労災
認定
10 年 6 ヶ月の間、学校・軍隊・職業訓練機関・

工場などで溶接作業をして肺がんに罹った 20

代の労働者に、産業災害が認められた。職業性

の発がん物質へのばく露期間が 10 年にならな

くても、非職業性の発がん物質へのばく露期間

が混在していた場合、期間を合わせて発がん物

質へのばく露・潜伏期間として判断すべきだと

いうことだ。

Ａさんが有害物質に初めてばく露したのは満

16 才。実業高校１年で溶接を習った彼は、作

業過程と現場実習職場で有害物質にばく露し

た。軍隊では溶接特技係として服務、除隊後は

工場と職業訓練機関に通いながら溶接をした。

2011 年 12 月に現代製鉄唐津工場に入社し

たＡさんは、横になっている時に息が詰まる症

状で病院を訪れ、2014 年３月に肺がん４期の

診断を受けた。

Ａさんは同年 11 月に勤労福祉公団天安支社

に労災療養を申請した。公団職業性肺疾患研究

所は２年以上の疫学調査をした後、業務関連性

が低いという結論を出した。一方、ソウル業務

上疾病判定委員会は職業性がんと判定した。

肺がんが職業病の補償対象になるには肺がん

誘発物質へのばく露期間と潜伏期間が、最小

10 年以上なければならない。

ソウル疾病判定委は「Ａさんは現代製鉄の工

場勤務以前の実業高校に入学した時から溶接に

接し、軍入隊中も有害物質にばく露したと判断

され、潜伏期間まで考慮すれば、有害物質ばく

露期間に相当する」「過去の学校や軍隊作業の
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環境が劣悪で、石綿ばく露の可能性があり、家

族歴がないという点などを総合して、肺がんと

業務とに相当因果関係が高い」と判定した。

現代製鉄では最近５年間にがんで休職した

22 人のうち、４人が肺がん患者であった。こ

のうち２人は死亡している。2017 年９月７日　

毎日労働ニュース　ペ・ヘジョン記者

■労働部「労災トラウマ治療プログラム」を提
供
政府が崩壊・狭窄・切断のような衝撃的な災

害を経験したり目撃した労働者を対象にトラウ

マ心理治療を提供する。労災でトラウマを体験

する労働者は、事故の衝撃的な場面を繰り返し

回想して深刻なストレスを受けたり、反対にす

べての衝撃に無感覚になる症状を見せる。睡眠

障害や集中力低下現象が現れ、ひどい場合は恐

慌障害や発作症状が現れる。

労働部は地方官署別に、労災事故を調査する

過程で基礎相談を行い、被害者にトラウマ管理

が必要なのかを点検する。必要だと判断されれ

ば管理プログラムを施行する。被害労働者は地

域の勤労者健康センターを訪ねれば、専門医や

相談心理士の助けで精神治療を受けることがで

きる。労災予防補償政策局長は「労働者が体験

した衝撃と不安障害を克服して日常に復帰でき

るように支援するのは、政府の重要な責務」と

話した。2017 年９月 12 日　毎日労働ニュース　

キム・ポンソク記者

■過労死・過労自殺の防止、労働界・市民社会
が手を取って
労働・市民・社会団体が過労死・過労自殺予

防と補償のための制度改善に手を取り合った。

12 日にスタートした「過労死 OUT 共同対策委

員会」だ。対策委は「過労死・過労自殺のない

人生のために共同行動を始める」とした。毎年

産業災害を認められる過労死労働者は、平均

310人。この内、自殺者の比率が35%に達する。

過労が病気と死を呼ぶ主な要因と指定されてい

るが、我が国の法・制度は長時間労働をむしろ

推奨している。1961 年に導入された労働時間

特例制度によって、配達員・バス運転手・タク

シー運転手・電算開発者・映画スタッフ・医療

従事者など、26 業種では無制限の労働が可能

だ。統計庁によれば、全事業場の 60%、労働

者の 48% が労働時間特例の適用対象だ。

労働部は昨年７月「脳血管疾病または心臓病

と筋骨格系疾病の業務上疾病認定の可否決定に

必要な事項」という告示を発表した。労働部は

「発病前 12 週間の業務時間が、１週平均 60 時

間 ( 発病前４週間は１週平均 64 時間 ) を超過

する場合は、業務と発病との関連性が強い」と

規定した。

対策委は今後、長時間労働を助長する法・制

度の改善を要求し、適切な予防・補償対策の樹

立を推進する。医師・弁護士らと共に 10 月に

過労死予防センターを作り、過労死・過労自殺

と関連する法律・医学相談を始める。センター

を通して過労の実態を把握し、制度改善の世論

を引き出す。工業団地を中心に長時間労働根絶

キャンペーンを展開するとした。

対策委には民主労総、民主弁護士会・労働委

員会、人道主義実践医師協議会など、30 の労働・

市民・社会団体が参加した。2017 年９月 12 日　

京郷新聞　キム・サンボン記者

労働界と市民団体が「過労死ＯＵＴ協同対策委員会」
発足記者会見（撮影：チョン・ジユン記者）
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■移住労働者の労災発生率、国内労働者の６倍
雇用労働部と安全保健公団によれば、2012

年から今年５月までに労災にあった移住労働者

は３万 3708 人で、うち死亡者は 511 人、負

傷者は３万 3197 人だった。今年５月基準で

国内労働者の労災発生率は 0.18% であるのに、

移住労働者は 1.16% と６倍に迫った。全労

働者の労災発生率は 2012 年 0.59% から昨年

0.49% と低くなったが、移住労働者の労災発生

率は同期間に 6.9% から 7.4% に増加した。

ムン・ジングク議員は「深刻なのは、この統

計が移住労働者の労災に関するすべてではない

という事実」で、「移住労働者のうち、相当数

が労災保険に加入しておらず、保険に加入した

としても事業主負担で処理するケースが多く、

明らかにならない労災ははるかに多い」と憂

慮した。2017 年９月 25 日　毎日労働ニュース　

ヨン・ユンジョン記者

■消防署員の７割が病気の危険にばく露
共に民主党パク・ナムチュン議員が消防庁

と雇用労働部から提出させた資料によれば、

2016 年に特殊健康検診を実施した消防公務員

４万840人の 68.1%に当たる２万7803人が、

病気に罹る可能性がある健康異常者に該当す

る。同年の有害因子ばく露業務に従事する一般

勤労者のうち、健康異常者比率は 22.6%(196

万人中 44 万人 ) であったのに比べて、３倍以

上の高い数値だ。同じ年の夜間作業勤労者を対

象に拡大実施した特殊健康検診の結果 ( 健康異

常者比率 43.4%) に比べても高い数値だ。

特に、最近５年間で消防署員の健康状態が悪

くなっている。2012 年の消防公務員の健康異

常者比率は 47.5% だったが、毎年平均 5.15%

ずつ増えて、2016 年には最高値を記録した。

また、最近５年間に殉職した消防公務員は

21 人、自殺した消防公務員は 38 人で、殉

職する消防署員よりも自殺する消防署員の方

が多かった。自殺した消防公務員の半分以上

(55.3%) が身辺悲観、うつ病などで亡くなった。

危険で不規則的な勤務環境、公務の過程での外

傷後ストレスなどと無関係ではないとパク議員

は話した。2017年９月26日　京郷新聞　パク・

ヨンピル記者

■来年からバス・自家用車・自転車・徒歩での
通勤事故も労災
国会は 28 日、産業災害補償保険法改正案と

雇用保険および産業災害補償保険の保険料徴収

などに関する法律 ( 雇用労災保険料徴収法 ) 改

正案を議決した。

今までは会社が提供した交通手段で通勤して

起きた事故だけが業務上災害と認められた。来

年からは公共交通・自家用車・自転車・徒歩な

ど「通常の経路と方法で通勤する通勤事故」ま

で、労災補償の範囲が拡大する。通常の通勤経

路から逸脱した事故は業務上災害とは認めら

れない。但し、通勤途中に日常生活に必要な行

為をして起きた事故は補償を受けることができ

る。

現場に駆け付けるクィック・サービス技士の

ように、通勤経路と方法が一定でない職種は業

務上災害を認められない。これらの職種は通勤

災害に限っては保険料を納付しない。

自動車で通勤して事故が発生すれば、被災者

は労災保険と自動車保険のいずれにも補償を請

求することができる。二つの機関の間に「求償

金協議・調停機構」を構成して運営するという

内容も改正案に含まれた。

通勤災害は、労災発生件数と事業主の労災予

防努力によって保険料が変動する、個別実績料

率・労災予防料率は適用されない。2017 年９

月 29 日　毎日労働ニュース　キム・ハクテ記

者

（翻訳：中村　猛）
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主催：厚生労働省
後援：大阪府
協力：過労死防止大阪センター、大阪過労死を考える家族の会、大阪過労死問題連絡会

コングレコンベンションセンター
ルーム1.2.3
（大阪市北区大深町3-1 グランフロント大阪 北館 B2F）

［定員］250名

会場

日時 平成29年11月2日（木）
14：00～16：45（受付13：30～）

過労死をゼロにし、
健康で充実して
働き続けることのできる社会へ

過
労
死
等
防
止
対
策

推
進
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

過
労
死
等
防
止
対
策

推
進
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

会場大阪

参加
無料
事前申込
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プログラム

過労死等防止対策推進シンポジウムを開催します。会場大阪

会場のご案内

●会場の都合上、事前の申し込みをお願いします。
  （定員に満たない場合は、当日参加も可能です）
●申し込みはＷｅｂ又はＦＡＸでお願いします。
●参加証は発行いたしません。そのまま当日お越しください。

参加申込について

コングレコンベンションセンター  ルーム1.2.3
（大阪市北区大深町3-1 グランフロント大阪 北館 B2F）
・JR「大阪駅」より徒歩3分
  地下鉄御堂筋線「梅田駅」より徒歩3分
  阪急「梅田駅」より徒歩3分

電話番号

企業・団体名

次の該当する□に✔をお願いいたします。 
□ 経営者　  □ 会社員　  □ 公務員　  □ 団体職員　  □ 教職員　  □ 医療関係者　  □ 弁護士　  □ 社会保険労務士
□ パート・アルバイト　  □ 主婦　  □ 学生　  □ その他 ［　　　    　　　　　　　　　　　　　      　　　　    　　］

ふ り が な

お 名 前

※申し込みいただいた個人情報は、主催者が適正に管理し、シンポジウム運営のみに使用いたします。

※ 氏名等をご記入いただき、該当する□に✔を入れてください。

過労死等防止対策推進シンポジウム ［参加申込書］

Webからの申し込み：下記ホームページをご覧いただき、申し込みをお願いいたします。

https://www.p-unique.co.jp/karoushiboushisympo

（お問い合わせ先）  株式会社プロセスユニーク  電話：052-934-7202  E-mail：karoushiboushisympo@p-unique.co.jp

FAXでの申し込み：以下の参加申込書に必要事項を記載の上、FAXをお願いいたします。

FAX番号 052-915-1523 株式会社プロセスユニーク
過労死等防止対策推進シンポジウム 受付窓口 行

コングレコンベンションセンター
北館 B2F

阪急梅田駅

グランフロント大阪
インターコンチネンタル

ホテル大阪

阪神梅田駅

地下鉄梅田駅
JR大阪駅

［報 告 Ⅰ ］ 「大阪労働局の過労死防止の取組」 大阪労働局  労働基準部  監督課  課長　綿貫  直
［基調講演］ 「過労死とハラスメント」 大和田 敢太 氏（滋賀大学名誉教授）
［報 告 Ⅱ ］ 「過労死防止法制定から３年、取組と現状」
  森岡 孝二 氏（関西大学名誉教授）

［過労死遺族からの訴え］　大阪過労死を考える家族の会
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9月の新聞記事から
9/7	 去年９月に北海道音更町の河川管理会社「北

開水工コンサルタント」の旭川支店に勤めていた 33
歳の男性が自殺したのは、台風の上陸に伴う川の監
視などによる長時間労働でうつ病を発症したのが原
因として労働基準監督署が労災と認定した。男性は
おととし長時間労働が原因で一度うつ病を発症して
いて、今回、病気が再発したと見られるという。

	 	 国立循環器病研究センター（大阪府吹田市）
が、勤務医らの時間外労働を 1 カ月当たり最長 300
時間までとする労使協定（三六協定）を結んでいた
ことが分かった。過労死の基準を大幅に上回ってお
り、国循は見直す方針。協定書によると、非常勤を
含む医師や一部の看護師、研究職ら約 700 人の職員
について時間外労働を月 300 時間、年間 2070 時間ま
で可能としている。

9/12	 東京都内の建設会社で勤務していたカンボ
ジア国籍の技能実習生の男性 (34) が、上司から「ア
ホ」「死ね」などの暴言を含むパワハラを受けうつ病
になったとして、立川労働基準監督署が労災認定し
ていた。６月７日付。男性は平成 26 年６月に来日後、
建設会社で配管工として働き、直後から上司から暴
言や工具でヘルメットをたたかれるなどの暴行も受
けた。27 年９月指先を切断する事故後、社員から「金
欲しさにわざと切ったのだろう」などと暴言が繰り
返された。28 年 11 月に労災申請し立川労基署が今年
６月認定した。

9/20	 全国の病院に勤務する女性医師の４人に１人
が月 80 時間以上の残業をしていることが日本医師会
の調査で分かった。調査は２～３月、全国の病院に
勤務する女性医師を対象に郵送で行われ、25％に当
たる１万 373 人から回答を得た。うち月の残業時間
が80～100時間は12％、100時間以上は13％だった。

	 	 岐阜県瑞浪市内の病院で働いていた 26 歳の
男性が自殺したのは、長時間の残業が原因と両親が
JA 岐阜厚生連に約 9000 万円の損害賠償を求める訴
えを岐阜地裁に起こした。自殺した鈴田潤さんはラ
イフル射撃の選手で、2010 年 JA 岐阜厚生連に就職し、
13 年から東濃厚生病院で、駐車券処理や夜間の当直
に従事、翌年の１月自殺した。亡くなる３カ月前の
残業時間は最大 148 時間で、当直明けから翌日深夜
まで連続 39 時間近く勤務した日もあった。多治見労
働基準監督署は９月４日に労災に認定した。

9/21	 警備員に指令を出す「管制員」の社員数人に
労使協定の上限を超える長時間残業をさせたとして、
警備業「セコム」が、東京労働局渋谷労働基準監督
署から労働基準法違反で是正勧告を受けた。７月５
日付。労働組合と変形労働時間制の労使協定を結び、
残業の上限を３カ月で 120 時間以内、繁忙期は同
230 時間以内としていたが、2016 年度に繁忙期以外
にも３カ月で 120 時間を超える残業をさせた。

9/22	 東京簡裁で電通の初公判があり、山本敏博社
長が出廷し、起訴内容について「間違いありません」
と罪を認めた。検察側は罰金 50 万円を求刑。公判は
同日結審した。判決は 10 月６日。

	 	 東京・江戸川区の中学校の女性職員が、職場
の親睦会で同僚から胸を触られるなどのセクハラを

受けたとして東京都と区を訴えた裁判で、東京地方
裁判所は勤務時間外の親睦会でも都と区は責任を負
うとして、70 万円余りの賠償を命じた。判決で裁判
長は、「勤務時間外でも親睦会は職務と密接な関連が
ある」とし、「女性から相談を受けた校長も真摯に対
応する様子を示さなかった」とした。

	 	 東京オリンピック・パラリンピックによる建
設需要の増加にともない、この夏から労災事故が急
増しているとして、東京労働局は今月から一斉に現
場への立ち入り調査を行う。今年、建設現場の事故
での死亡者は先月までで 19 人、去年よりも６人増、
けが人も 677 人と 95 人増。

9/26	 おととし 11 月山形大学の男子学生が自殺し
たのは、当時の指導教官から長時間にわたって叱責
されるなどアカデミックハラスメントを受けたため
として、両親が大学と指導教官の助教授を相手取り、
およそ１億 2000 万円の損害賠償を求める訴えを山形
地方裁判所に起こしていた。山形大学は、複数の学
生に行き過ぎた指導を行ったとして去年、この助教
を停職の懲戒処分にしている。

9/27	 三菱電機の新入社員の男性 (25) が自殺したの
は、上司や先輩から継続的にいじめ・嫌がらせなど
を受けたが、会社が適切な措置を講じなかったこと
が原因として、両親が会社に約 1 億 1800 万円の損害
賠償をもとめて東京地裁に提訴した。男性は大学院
卒業後の昨年４月に入社、同年６月尼崎市の通信機
製作所内のソフトウェア製造技術課に配属され、上
司や先輩社員からいじめ・嫌がらせ、工数の付替え
の指示を受けていた。

9/29	 阪神高速道路の子会社・阪神高速パトロール
の元男性社員 (24) が自殺したのは上司のパワハラが
原因と、父親が労災の遺族補償給付を不支給とした
国の処分取り消しを求めた訴訟で、大阪高裁は自殺
とパワハラの因果関係を認め、国に支給を命じる遺
族側の逆転勝訴を言い渡した。男性は 2010 年に入社
し、高速道路の巡回業務を担当。12 年４月に上司か
ら「殺すぞ」「何もするな」などと繰り返し暴言を受け、
５月に自宅で自殺した。遺族は神戸西労働基準監督
署に労災を申請したが、同署は 13 年１月に不支給を
決定。１審・大阪地裁判決は請求を棄却していた。

	 	 東京五輪・パラリンピックのメイン会場とな
る新国立競技場の建設工事をめぐり、東京労働局は
工事現場に出入りする全 762 社の労働時間を調べた
結果、37 社で違法な残業が確認され、労働基準法違
反で是正勧告した。うち 18 社で月 80 時間を超える
残業が行われ、月 150 時間超も３社あった。８社は
45 時間以下だったが、労使協定について労働基準監
督署への届け出を怠っていた。

9/30	 西日本鉄道でバスの運転手として 30 年あま
り勤務し、中皮腫で死亡した佐賀市の男性について、
佐賀労働基準監督署が今年５月に労災認定していた。
男性は毎日乗務前に点検するなどしており、同労基
署はブレーキなどに使われていた石綿を吸い込んだ
と判断した。男性は 1964 年に西鉄に入社し、97 年
までバスの運転手として勤務、退職後の 2015 年８月
に中皮腫を発症して 16 年４月に 83 歳で死亡した。
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